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はじめに
　東アジア初の食糧安全保障協力∏レジームで
ある「東アジア緊急コメ備蓄（）システ
ム」πは，通貨変動に備える「東アジア通貨ス
ワップ取極め」と並び，（東南アジア諸
国連合）・日中韓（以下，＋３）の地域
枠組みで具体化した主要な政策プロジェクトの
ひとつに位置づけられる。この２つの地域協力
が発足した領域は，グローバリズムとの関連で
両極に位置する。経済のグローバリゼーション
の先頭走者である金融・通貨に対し，食糧安全
保障∫は国境内の属地的要素に規定され，経済
のグローバリゼーションと相容れない農業生産
と表裏一体をなす。こうした特異産業分野で具
体化した協力の事例検証を通じて，東
アジアの機能的な地域協力レジームが統合度を
進化させ，共同体へ昇華していく可能性につい
て考察する。
　具体的には，①で主導的役割を担う
日本とªの食糧・農業分野の対外政策
と，その形成要因，②に反映した日本，
対外政策の相互作用，③日本，
の対外政策と国際貿易のグローバルレジームで
ある（世界貿易機関）農業交渉過程との
関係―の３点に沿って，議論を展開する。とく
に，「農業問題」と「食糧問題」の概念を援用
することで，，日本に確認できる食糧安
全保障の問題認識を分類し，記述・分析を行
う。①～③の論点に対応した事例検証を踏ま
え，国際貿易環境下での日本の対外政策と地域
共同体を目指すの相互作用について，
レジーム論の枠組みをもとに明らかにする。こ
れにより，「問題認識」を分析枠組みに据えた，
東アジア地域協力研究の新たな視座を提示する
と同時に，欧州地域統合の契機ともなった共通
農業政策への発展可能性について，東アジア食
糧安全保障協力との視点から考察を試みる
１　分析枠組みと仮説の設定
１－１　分析概念－レジームと問題認識
　「国際関係の特定分野における明示的，暗示的な
原理，規範，ルール，意思決定手続きのセットであ
り，それを中心としてアクターの期待が収斂してい
くものである」［	
］
　国際レジーム概念では，上記のクラズナー
（）による定義が一般化した年代，国
際政治経済秩序の分析概念として台頭した国際
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レジーム・国際制度についての研究では，先進
国間の合理的な行動の結果としての協調の成否
に，考察の主眼が置かれていた［	

］。一方，年にレジーム概念を最初に導
入したラギー（）とクラトクビル（
）は，クラズナーの一般化した定義のう
ち，とくに「期待の収斂」を「レジームの構成
的な基礎」として重視し，次のように言及して
いる。
　「国際レジームは社会的諸制度と一般的に定義さ
れ，（それらの社会的制度の周辺で）国際的な問題領
域において期待が収斂する。レジームの構成的な基
礎として，期待の収斂を強調すれば，レジームに相
互主観的な性質を与えることが不可避となる」
［	
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　すなわち，レジームおよび制度を巡る「期待
が収斂」とは，各国が予め合意したルールを遵
守するという予測を意味するのではない。レ
ジームの存在と本質は，国家間の共通理解，共
通知識という相互主観的な意味に依存するとい
う視点である。本稿では，東アジア食糧安全保
障協力について，その規範，ルール，意思決定
手続きを考察し，レジーム的特質の解明を目的
とするのではない。政府間機構として現時点で
は未成熟な＋３が，①各種機能的協力
の促進→②地域的規模の制度的取り決め→③共
同体意識―という共同体形成シナリオºを念頭
に，レジームの生成・発展を検証することにあ
る。本稿の目的は換言すれば，各国が相互作用
を深め共通理解を得ることで，①～③の段階的
発展の可能性が，現在の機能的協力に見出せる
かどうかを検証することである。
　らの古典的研究業績ともいえるレ
ジーム概念を援用することにより，＋
３の食糧安全保障協力で主導的な役割を担う
，日本の相互作用のレベルを，理解の共
有，問題認識の共有度から考察を加えたい。
１－２　仮説の設定
　日本の農政は，非農業的側面の「多面的機能」
を日本独自の問題認識を論拠に，「多様な農業
の共存」を主張することで，農産物を自由貿易
の例外とすることを強調してきた。新ラ
ウンド（ラウンド）では，農産物を非貿易
関心事項に位置づけ，多国間交渉に臨む一方
で，他方では二国間（自由貿易協定）交渉
から距離を置き続けた。
　しかし，年以降の一連の農業交渉
で，日本と従来，共同歩調をとってきた（欧
州連合）が米国寄りの姿勢に交渉姿勢を転じ米
欧連携が実現すると，農業交渉の中で日
本は孤立する。こうした通商政策を巡る国際環
境の変化と歩調を合わせるように浮上したの
が，協力と，それに先立つ「国際備蓄構
想」という食糧安全保障多国間協力であった。
いずれも，日本政府が構想の段階から関与し提
案したものだが，「農業の多面的機能」という独
自概念に基づく日本の食糧安全保障論は，
ラウンドで農業保護の支持を獲得するための交
渉手段としての性格を帯びていた。いわば，農
業（供給）問題の副産物として食糧安全保障が
浮上するという“農主食従”の関係が観察でき
る。
　以上の経緯をもとに，仮説設定のために，食
糧問題と農業問題という２つの概念で，各国の
問題認識を分類する。食糧問題と農業問題を分
別したシュルツ［	
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］の定義
よると，農業生産に必要な資源（土地・労働・

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図２　農業問題認識と分類軸
注）図１をもとに分類軸を導入。筆者作成
図１　＋３の農業類型
出典：『タイ国　東アジア食料安全保障及び米備蓄システム計画調査ファイナルレポート』国際協力事業団編，年，２－１を
引用，一部加筆。国名略号は図上から順に，：タイ，：ベトナム，：ミャンマー，カンボジア，：中国，
日本，：韓国，：シンガポール，：ブルネイ，：マレーシア，：フィリピン，：インドネシア
資本）配分を基準に，食糧需要＞供給（食糧不
足）となる時，食糧問題（	
）が生
じ，農業生産力増強のために非農業から農業へ
の資源移動を要する状態になる。その逆の状
態，すなわち食糧需要＜供給（供給過剰）の場
合に農業問題（	
）が発生し，
労働力を中心に農業から非農業への資源移動が
継続する。食糧問題の対応として一国単独の食
糧増産政策，輸入拡大，そして備蓄による食糧
確保がある。一方，農業問題では，経済発展に
伴い生じた農業と非農業間の所得格差の解消策
が求められる。
　シュルツの定義に基づき，各国の問題認識を
農政の志向（政策選好）に置き換えて分類する。
需給関係に着目したシュルツの定義は，後進資
本主義国の農民層分解過程に発現する諸問題を
農業問題と位置づけるマルクス主義労農派の定
義とともに，古典的な議論に属する。その後，
農業・食糧問題の分析枠組みの彫琢が進み，例
えば，速水［］は，農工間生産性格差と，
国内外資源配分の農業調整過程から農業問題に
接近している。そこでは，農業問題の変化を経
済発展段階と関連づけ，農工間の生産性格差と
生産物需要の価格弾力性の違いから，途上国の
食糧問題と先進国の農業調整問題を同じ分析枠
組みの下で，精緻かつ長期の国際比較を可能に
している。本稿では，東アジア諸国農政と対外
政策の政策選好およびその基底にある各国問題
認識の把握を主たる目的にする。したがって，
交渉下の農業・食糧問題をシュルツのよ
り抽象化した定義を用いることで比較分類し，
期待と認識の動態的把握を試みすることにす
る。考察対象のコメ貿易は世界生産量の５％程
度と，他の穀物貿易に比して小規模である。し
かし，日本を例にとるまでもなく，貿易交渉に
おいて政治性を象徴する農産物であるため，コ
メに限定した問題認識の分類軸を設定する。
　コメ文化は東アジア地域の数少ない共通項で
あるが，短粒種（ジャポニカ米）の日本，韓国，
中国と，長粒種（インディカ米）の諸
国は，品種の異なる産米地域で明確に区分され
る。本稿では，平時の需給変動とその調整のた
めの地域枠組みを考察対象にするのではなく，
供給途絶ないし，それに近い不測の状態を想定
した相互補強的な安全保障枠組みを中心課題と
する。過去を遡れば，台湾，朝鮮半島の旧植民
地からの外米調達の途を喪失した第二次世界戦
後の日本は，エジプト米，タイ米を外米として，
一定期間輸入した経緯がある。年代を通じ
食糧難が続き，戦後年を経た年時点でさ
え，タイの黄変米を食用として政府が放出して
いる。生産量が増大した翌年の『通商白書　
昭和年』の中でも，国際市況に応じて，こう
した外米を調達していた事実が記録されてい
る。本稿では，各国民のコメ嗜好性や平時の需
給調整的な機能については考察の対象から捨象
し，分類軸を設定する。
　具体的には，①「農業問題型」－「食糧問題
型」の分類軸，②コメ限定の分類軸（「コメ
供給超」－「コメ需要」軸），③地域協力を象
徴する「援助」－「被援助」軸－の３つの分
類軸を加える。これらの分類軸により，農業政
策および食糧安全保障についての各国の問題認
識を図２のように分類できる。網掛け部分は日
本，それぞれの政策選好の変動範囲を
表したものである。図１，２を前提に，「認識
の乖離」について以下の仮説を設定する。


①　日本の食糧安全保障の問題認識は，コメ自給が
目標の「コメ農業問題型」で固定されている。対
して諸国は，「農業問題軸」と「援助軸」
の分類軸の間で政策選好が変動する。
②　交渉下の日本の問題認識は，途上国の支
持獲得を目的に「援助」軸にさらに傾斜するが，
日本・間で認識のズレは解消されず，政
治的「援助・被援助」軸の関係を持続する。
　この２つの仮説に対し，À）一国（，
日本）の政策選好，Ã）東アジア地域の日本・
間での問題認識と期待の収斂，Õ）
農業交渉にみる国際環境―各要素の相互
連関を分析する。次節では，À），Ã）に対応し，
レジーム内の問題認識の収斂と日本と
の協力関係に焦点を当てて記述する。さらに第
３節で，農業交渉が，日本の対外政策に
いかに影響を及ぼし，地域レベルのレジームと
してのに投影されていくプロセスにつ
いて論じる。これは上記のÃ），Õ）に沿った記
述・分析である。
２．ASEANレジームと食糧安全保障
２－１　ASEAN食糧安全保障
　インドネシア，マレーシア，フィリピン，シ
ンガポール，タイの原加盟国５カ国
は，発足年後の年８月の第１回
農林相会議で，食糧生産と価格の安定
を共通目標に，各国が取り組む方向性を明記し
た食糧安全保障備蓄（）協定に
合意し，同年月の５カ国外相会議で
締結したΩ。はこれにより，食糧安全保
障協力レジームとして（緊急コ
メ備蓄）協力を稼動させ，共通の農業目標を掲
げながら各国自前の備蓄を補完する体制が始動
した。
　南北ベトナム統一を実現した年に
初の首脳会議を開催し，の規
範を体現した東南アジア友好協力条約（）
を締結して「明示的なレジーム」の態様を整え
始めた時期でもあり，形式的とはいえ
工業化プロジェクト（）が正式承認され，地
域経済協力が具体化した時期と一致する。
　年代の世界的冷害とソ連の農産物市場介
入，さらにカーター米政権の対ソ穀物禁輸措置
（年）で需給が不安定的に推移し，主要穀物
が先進国間の安全保障上の重要手段と注視され
た時期でもあった。図２に示す通り，東南アジ
ア地域の農業の特徴は，食糧輸出入で２つのグ
ループに大別でき，第二次大戦前までの宗主国
による植民地政策によって決定づけられ，現在
も農村の社会関係・土地制度を含め影響を及ぼ
している。年代中盤から発足期の
農業は，原加盟国のうち第二次世界戦
前唯一独立を維持したタイを除き，コメに代表
される穀物生産が不足し，プランテーション型
商品作物が輸出に依存するという二重構造に
あった。
　制度は現在，全加盟国カ国が参加し
ているが，コメ備蓄規模は８万トン，
地域コメ需要の％（日分）に過ぎ
ない。年にインドネシアで発生した被害が
地域的に波及し食糧危機に遭遇しても，対応不
可能な小規模なものにとどまっていた。備蓄・
援助決定の仕組みが保管コスト軽減のため，現
物備蓄方式をとらずに，緊急時に備えて，国家
備蓄可能量を加盟国間でコミットし表明する
「イヤーマーク方式」を採用した。
　緊急時に被支援国が２国間交渉で支援を要請
し，国際市場条件（価格，金利，返済期間）に
東アジア食糧安全保障のレジーム論的考察
配慮した交渉価格で備蓄取り崩しを決定し決済
する。援助内容が貸し付け方式であるために，
財政余力に劣る小国にとって負担の大きい制度
となっており，事実上，レジームの機能が発動
を前提にしない有名無実化した「死文化したレ
ジーム」［	
］の状態が続いてい
た。地域食糧事情の要請から始動したで
ありながら，食糧不安の“安全網”としては
質・量の面で極めて不十分な機能であった。
　にもかかわらず，が制度改変を長期
にわたって放置したのは，日本からの直接投資
（）に後押しされた年代後半からの輸出
主導型産業発展メカニズムの離陸と，「緑の革
命」（	
）æによる農業生産性の
向上など，域内外経済条件の変化が背景にあ
る。穀物農業が脆弱なインドネシア，フィリピ
ンは「緑の革命」で，年代にコメ自給を達
成した。これにより，諸国の農業政策
は，それまでの供給力向上を目的にした「低位
開発型」の「食糧問題型」から，農業・農村の
所得向上を政策課題とする「農業問題型」に移
行した。すなわち，需要側の視点で食糧増産に
力点を置く食糧政策から，産業発展に伴う農業
部門の相対的な低生産性，とくに農工間の所得
格差の拡大という農村・農業に固有の問題に，
政策の軸足がシフトしつつあった。
　しかし一方で，その後の経済発展に伴う農地
転用や農業人口の減少によって，農業生産が相
対的後退を余儀なくされる。他方，食料消費が
増加し，これに「緑の革命」効果の剥落が加わ
り，東南アジアの食糧自給率は急減していっ
た。これが，年代の主要国農業共通
の現象でもある。これにより，東南アジアの農
政の課題は，図２の分類軸で矢印方向に
の政策選好が移動するように，再び
「食糧問題型」へと軌道修正していくø。ここ
に，食糧安全保障レジーム見直しの第一の要
因，域内経済と農業構造の変化があった。
　第二の要因が，経済的地域主義の台頭であ
る。（北米自由貿易協定），（欧州連
合）という地域経済統合の潮流に対応し，
は年（自由貿易協
定）を締結した。こうした地域主義的要請に応
え，農業分野においても，年月の第回
農林相会合（）で，域内自由化に
備えた農業競争力の向上，食糧安全保障など７
項目にわたる地域協力の政策取極めを交わし
た¿。
　しかし，各国独自の政策枠組みの下で食糧安
全保障協力のための具体的な議論にまでは至ら
ず，「東アジアの奇跡」にたとえられる経済成長
を享受し続けた。農政の転換と食糧安
全保障に目を向け具体的検討へと向かわせた転
機が，アジア通貨危機（年）直後の経済社
会混乱と同時期に発生したインドネシアの異常
気象に伴う大量輸入（－年，不足量万ト
ン）であった。そうした危機的状況下でも，
の小規模なコメ備蓄制度は発動される
ことなく，備蓄規模の限界に加えて，生産・消
費統計といった情報収集体制未整備による実態
把握能力の欠如，貸付方式の財政的制約を露呈
した。
　これを契機に，は，年９月の第
回農林相会合（ハノイ）で「農業・
食糧・林業に関する戦略的行動計画」
（以下，戦略的行動計画。年－年）を採
択し，その中で，農業協力の一環とし
ての食糧安全保障の強化と，食糧安全保障レ


ジームの地域的枠組みを東アジアに拡大した
「アジア・コメ基金創設案」を表明した。
の制度発足から年が経過し，日中韓３カ国を
加えた「東アジア」地域を想定したコ
メ備蓄制度の見直しに着手することになったの
である。さらに３年後の年月，
＋３農林担当大臣会合（＋３会合）が制
度化され，東アジア地域における食糧安全保障
協力で合意に達した。このように地域主義の潮
流を跡付けたのである。
　第３の要因が，の国際経済に占める
構造的脆弱性である。の食糧安全保障
の拡充を，＋３地域協力と一体で実現
する方向を打ち出した戦略的行動計画は，
年月策定した長期指針「ビジョン
」の基本理念に基づく地域協調策のひとつ
である。「ビジョン」の基本理念は，
①「東南アジアの調和（	

	）」，②「活力ある発展の中での協
力（	
		
）」，③
「思いやりのある社会の共同体（	
	
	
）」，④「外 向 的（
	
）」―４項目で構成する¡。これ
を受けた年月策定の「ハノイ行動計画」
の中で，「戦略的行動計画」が重点項目に位置づ
けられた。
　「ビジョン」の理念①－④を体現し，
が地域共同体的性格を強めるための政
策を打ち出すと同時に，域外国とくに拡大外相
会議対話パートナー国との協調関係を強化す
る。これによって，の発言力と国際的
な信認の向上を図った。危機後の共同
体戦略に，東アジア食糧安全保障としての
が位置づけられていた。
　地域協力レジームとして実効性が乏しく能力
的限界に直面し，域外国との協調関係によりレ
ジームの広域化と機能の質的拡大を図る戦略的
な展開は，通貨スワップ協定がたどっ
た経緯と同じである。年の協定と
同時期に締結された通貨スワップ体制
は，－年の通貨変動の前に非力さを露呈
し，発動の機会を得ることなく年８月に失
効した¬。の限界を克服する方途とし
て，日本の支援を模索しアジア通貨安定枠組み
の協議を繰り返した。その結果，年６月に
通貨スワップ協定のスキームを
＋３に拡大し，東アジア金融協力が誕
生した。
　通貨危機後に，が「外向的」拡大を遂
げた金融協力と食糧安全保障はいずれも，
の調和と共同体的性格を強化するため
の手段として域外国との協調を模索した結果で
ある。日本との関係は，資金・技術面で支援国
－非支援国のままにあった。
　こうした食糧安全保障と金融協力の共通性を
念頭に置き，次項で東アジア・コメ備蓄制度の
成立過程における日本・関係を検証す
る。
２－２　東アジア・コメ備蓄制度の成立
　世界のコメ生産量は年に４億トンを突破
し，このうちアジア全体の生産量は億トン，
は万トンを占める。しかし，世界
の年間貿易量は生産量の全６％，万トンに
過ぎず，小規模であるため，天候異変に伴う比
較的少量の収量変化でも，価格変動を増幅す
る。このため，大消費地域の東アジア地域に生
じる需給バランスの変化は輸入国経済だけでは
東アジア食糧安全保障のレジーム論的考察
なく，コメ輸出国であるタイのほかベトナム，
ミャンマーの各国経済にとっても，不安定要因
となるのはいうまではない［	

］。したがって，インドネシア，フィリピン
など，図２に示す食糧需要超過国の不測の事態
への備えは，共通の問題認識となる。
こうして，食糧生産の基盤が脆弱な国の食糧安
全保障と農業問題は，域内全般の問題関心にな
らざるを得ない。図２でいえば，白丸から網
掛け丸への収斂として理解できる。
　インドネシア食糧危機後の年ので
のコメ備蓄システム見直し決定を経て，
を拡充でコメ輸出国のタイがイニシアティブを
とり，食糧安全保障の特別ワークショップが発
足した。これによって，東アジアのコメ備蓄管
理システムが年４月に立ち上がった。日本
の国際協力事業団（）から財政援助を受
け，実施面ではタイが調整国として研究チーム
を結成し，東アジアで，新しいコメ備蓄計画設
立可能性の全体調査（ステップⅠ，Ⅱ，Ⅲ）を
提案した。高級事務レベル会合（
－＋３）での承認に併せて，「東アジア
食糧安全保障及びコメ備蓄調査」の調査項目
（）が提示され，年月の第１回
＋３会合で正式合意した。
　＋３の担当者で構成する備蓄専門家
会議（）では，各国のコメ管理政策，需
給，コメ備蓄を検討したステップⅠ
（年Ⅰ～３月）調査の結果をもとに，
年４月，８月のステップⅡで＋３のコ
メ備蓄システム，年月の行動計画とコス
ト負担を含めて制度面についてそれぞれ調査・
検討した。タイ農業・協同組合省が運営を担当
するの提案によると，①の設
立に先がけ３年間のパイロットプロジェクトを
実施すること，②緊急対策ではなく広範な機能
をもたせる，③新たな組織を発足するのではな
く，既存の食糧安全保障備蓄委員会
（）を核にした運営組織であること，④
コメ備蓄では多国間協力を検討するが，二国間
協力をそれぞれが締結した形態も代替案として
ありうる。いずれの場合も，総合的枠組みを検
討する―などのガイドラインが示された。これ
ら の 検 討 結 果 が，－＋３と
＋３会合の素案として提出され，第２回
＋３会合での発足とその行動計
画が正式に合意されたのである。
　これにより，東アジア食糧安全保障としての
の原則・要件の骨格が固まり，日本の
技術・資金支援の下，年からパイロットプ
ロジェクトが始動した。それに先立ち，年
１月から新しいコメ備蓄システムの効率的運用
に資する継続的な需給統計情報の収集整理のた
めの「東アジア食糧安全保障情報システム」
（）プロジェクトが年に立ち上がっ
ている。は，の食糧安全保障協
定である協定の一般規定（	

）の骨格を踏襲し，現行の機能を
質量の両面で拡充する。万トンの備蓄規模
は，万トンに量を拡大し，イヤーマーク方
式に加えて現物の積み上げ方式を採用する。機
能的な目標は，当初段階では災害時緊急支援と
貧困層支援という従来の目標を踏襲するが，継
続的な見直しを進めることで，コメ需給調整と
米価安定機能や農業者奨励などに拡充していく
方針を示しており，現行の「コメ軸」に沿った
食糧安全保障レジームから，の「農業
問題」全般に対応する協力レジームへの拡張性


を残している。第３の要因は，脆弱性を発しな
がらも合理性を担保していたといえる。
３　東アジア食糧安全保障と国際経済環
境
　のコメ備蓄制度の抜本的見直しによ
る食糧安全保障としてのの実現プロセ
スは，のラウンドの揺らぎと，東ア
ジア諸国が多国間から２国間（自由貿易
協定）へ国際貿易交渉の主戦場をシフトする時
期と符号する。この間，とくに農業交渉
の場での食糧安全保障の議論は，先進国間の食
糧供給を巡る問題から南北間協力の問題へと変
容を遂げてきた。この変容過程で主導的な立場
を一貫してとり続けたのが日本であった。
　多国間主義からへという日本の通商政
策の転換に併せて，日本の農業保護を論拠に据
えた食糧安全保障の機軸も，先進国間の問題か
ら南北問題へと変容した。本節では＋
３のを主導した農業交渉下の食
糧安全保障問題認識の変化について考察する。
３－１　WTOと日本の食糧安全保障
　のラウンドに先立つウルグア
イ・ラウンド（－年）では，モノの貿
易の対象外にあったサービス，知的所有権，貿
易関連投資，農業など米国が，比較優位な新分
野にルール導入すべく交渉枠組みが設定されて
いた。このうち，農業交渉は，年代ま
でに価格政策と連動した輸入課徴金と輸出補助
金を柱とする共通農業政策（）の下で食糧
余剰・輸出地域となった（欧州共同体）と，
欧州の非関税障壁の開放を主張する米国の対立
の構図に特徴づけられていた。食糧輸出先進国
の供給過剰と輸出拡大によって進行した米国産
食糧シェアの低下に対し，海外市場で競合する
に輸出補助金の撤廃を迫った。
　これに対し，豪州，ブラジル，アルゼンチン
などの伝統的農産物輸出国（補助金に依存しな
い農産物輸出国）カ国で構成するケアンズ・
グループには，東アジアではタイ，インドネシ
ア，マレーシア，フィリピンがメンバーに加わ
り，の輸出補助金反対の立場で米国支持に
回った。日本は，韓国，スイス，北欧諸国とと
もに，輸出補助金撤廃を主張し米国側につく一
方で，の陰に隠れ米国からの保護撤廃対日
圧力をかわすという玉虫色の立場に終始し
た√。
　存在感の希薄な日本が，国内農業保護の立場
を主張する論拠として表明したのが食糧安全保
障論であった。ウルグアイ・ラウンド農業交渉
の折り返し地点で日本が提出した論点は，「基
礎的食料」，すなわちコメの「完全自給権」であ
り，「食料の海外依存度が高い国は基礎的食料
を自給できる」という，食糧輸入国に配慮した
「一般的例外規定」を（関税・貿易に関
する一般協定）に明記することを主張した内容
だった。しかし，日本提案の内容は「基礎的食
料」＝コメという特定品目に対象を限定し，国
内完全自給のための政策手段と位置づけ，他の
基礎的食糧を置き去りにし，また貧困飢餓地域
の食糧安定供給の議論を欠き，本格的な国際備
蓄政策も提起されていないものだったƒ。
　完全自給主義に基づく日本の食糧安全保障論
を支援する国は，農業構造が類似する韓国など
ごく少数にとどまり，孤立無援の状況に置かれ
た。その結果，農産物全般の非関税措置撤廃と
関税化容認で，国際的コンセンサスが形成され
東アジア食糧安全保障のレジーム論的考察
ていった。ウルグアイ・ラウンドで提起した日
本の食糧安全保障論は，日本単独の国内向け農
業保護政策の一環であり，コメに偏重した国内
保護農政を反映したものだといいうる≈。考察
の枠組みで設定した分類軸の「コメ供給超」に
規定された農業問題型の食糧安全保障である。
　日本は，コメ関税化の容認で事実上の敗北を
喫したウルグアイ・ラウンドの経験と教訓を得
て，・ラウンドでは，食糧安全保障
のグローバル化，地域化へと論点を換える。
と橋頭堡を築くと同時に，諸国に理解
を求める方針に転換した。ラウンドの焦
点は，農産物関税率の引き下げであり，日本は
交渉当初からと歩調を合わせ，途上国との
連携を重視する姿勢を明確にした。このため，
国内農業保護の理論武装を，，途上国とくに
東南アジア諸国間で共有する必要があり，その
ために浮上したのが，年農政審議会で提起
された「農業の多面的機能」だった∆。
　農業の機能を食糧供給のみに求める旧来の保
護理論であれば，日本の食糧安全保障は低コス
トの外国農産物との自由貿易で可能である。そ
うした批判に応えるために食糧安全保障を，国
土・環境・文化の保全という非農業的特質と組
合せて，と共通認識化しようとし
たのが「農業の多面的機能」でもあった。日本
の農水省が主催する形で，韓国，ノル
ウェー，スイスなど「多面的機能フレンズ国」
を中心にを発足させ，米国・ケアンズ・グ
ループという農産物輸出国に対抗する布陣を敷
いた。
　これを境に，農水省は「多面的機能」を農政
上の国際的な課題として位置づけ，多面的機能
フレンズ国間の連携により，農業外交を
展開した。そして，後述するように国内農政を
グローバル化，リージョナル化と食糧安全保障
を軸に軌道修正していった。年月に正式
提案した「農業交渉日本提案」では，「農
業の多面的機能，食料安全保障の配慮の観点か
ら見た日本提案」を付記し，その中で「食料輸
出国」が，意図的に食糧を外交手段として駆使
することを回避するために，「輸出規律強化」と
「国家管理」による農産物貿易を通じた輸入国
の食糧安定確保を，初めて明記した。このほか，
国境措置（関税），国内措置（国内保護政策）
の柔軟性容認と，国際備蓄（現物備蓄）制度の
検討という「途上国への配慮」を打ち出した。
　これを受け，開発途上国の食糧安全保障に主
眼を置いた，食糧庁（現農水省総合食糧局）長
官の私的研究会「国際備蓄構想研究会」が
年４月に発足，国際備蓄構想の具体化と提案に
向けた検討が始動した。年の世界的な食糧
危機後に米国が提案した「国際備蓄構想」（キッ
シンジャー提案）の仕組みから，年の構想
断念までの経緯を踏まえて地域協力を補完す
る「国際備蓄制度」とその理論的な検証を行っ
た。東アジアの食糧安全保障についても，同研
究会の初回会合で指摘され，それ以降の研究
会・専門部会では食糧生産基盤の劣化が問題視
された東南アジアの備蓄構想と日本のかかわり
が主要議題のひとつになっていく。同年月の
最終報告書では，対象品目，備蓄規模，運営期
間などの制度上の具体的枠組みが提示された。
それとともに，「国際備蓄構想とアジアでの実
践」の一項目が明記される。コメに限定した
＋３の備蓄制度を，「アジアで唯一の先
進国である我が国の責務」として，国内過剰米
処理対策と完全分離した援助国の立場で協力す


る方向が示された«。
　この間，農水省は同研究会の論点をもとに
年７月の農業委員会非公式特別部会
会合で「国際備蓄構想」の詳細説明を行ったほ
か，同年月の前述した農業交渉日本提
案の中で備蓄構想検討の提案しながら，「多面
的機能フレンズ国」への途上国，諸国
の理解と支持を求めた。日本の農水省が連携を
とる「フレンズ国」グループの参加は，アジア
では農業構造と農業保護政策が類似する韓国の
みで，＋３会合の場を“貸し座敷”にし
て２国間農相会談を繰り返し，「国際備蓄構想」
とともに農業交渉における日本支持を求
めた。年月末まで１年５カ月間で，タ
イ，インドネシア，フィリピン，マレーシアな
どの主要国を中心に，農産物を非貿易
的関心事項とするためミッション派遣カ国
（回）書簡送付カ国（回），農林閣僚会談
はカ国，回に及んだ。
　東アジア地域でのコメ備蓄プロジェクトの実
施を決定した第２回＋３会合での２国
間会談は，年カンクン閣僚会合を一
年後に控え，農業交渉一色の内容となっ
た。しかし，日本が提唱した「国際備蓄構想」
に理解が得られても，農業交渉の日本の
立場を示す，構想と表裏一体の「農業の多面的
機能」について，諸国と日本が問題認
識を一にすることはなかった。
　のコメ備蓄制度を「外向的」に発展
したの発端は，日本が農業交渉
で，「基礎食料」＝「コメ完全自給」路線を形
式であれ放棄したことで開かれた。しかし，日
本提案の国際的食糧安全保障レジーム構想「国
際備蓄」が，自国有利の農産物貿易交渉の手段
であり，「コメ完全自給主義」の食糧安全保障で
ある点は，ウルグアイ・ラウンド時点と変わら
ない。その意味では，日本の食糧安全保障は，
国内農業保護に重きを置く「農業問題」であり
続けたといえる。農産物自由化を契機に，国内
農業構造改革に乗り出すと同時に，農業構造の
違いに配慮し相互補完的なとの政策協
調を探求する「能動的安全保障」»［佐藤
～］への転換は見送られた。
　は，農業交渉プロセスで日本
の国際備蓄構想に共感すると同時に，日本と
レジーム拡大に乗り出す。一連の
の食糧安全保障は，農業の国内支持大
幅削減と関税割当の撤廃など，日本と対極的な
農産物自由化政策と連動したものだった。
　の食糧安全保障認識は「食糧問題」
に，日本の認識は国内自給最優先の「農業問題」
の範疇にある。と日本の異なる認識の
それぞれがのレジーム認識に投影して
いる。したがって，は，日本，
による農業面の協調に基づく共通農業政策に発
展するために必須の共通問題認識を欠いた支
援・被支援国による協力レジームであったと，
推論できる。
３－２　 FTAと食糧安全保障
　「農業の多面的機能」を基軸に据え，開発途上
国の自陣営に引き込もうとした日本の農
業外交は，年９月のカンクン閣僚会
合で，それまで自由化に慎重だったが，米
国と関税引き下げ，輸出補助金削減，国内助成
廃止―の大枠合意したことで軌道修正を余儀な
くなされる。米二大陣営の協調と，発言権
を強めたインド，ブラジルの農業大国が中心と
東アジア食糧安全保障のレジーム論的考察
なり，中国を含めた食糧輸出・途上国連合の
が発足し，交渉の構図はさらに複雑さを増
した。
　農相理事会は年６月，「アジェンダ
」（～年）の中間見直しで共通農業
政策（）改革（年実施）に合意した。
カ国は翌年５月，中東欧とマルタ，キプ
ロスが加わりカ国に拡大を予定していた。農
業を基幹産業とする諸国が新規加盟する拡
大策で，財政総額の％（年実績）を占
める財政負の増大が見込まれていた。「ア
ジェンダ」では当初，穀物で２年間％の
農産物価格の引き下げと，「直接支払い」を削減
しその削減分を農村開発に充当する改革に着手
していた。さらに年６月改革では，「直
接支払い」の追加的かつ段階的な削減と，農産
物支持価格（コメ，酪農品）の引き下げに踏み
切った。
　これを契機に，欧州のの重心は，財政
負担による価格支持主体の域内農業政策から，
米国同様に市場価格重視・消費者負担中心の直
接払い制度へと歴史的移行を遂げた。保護から
自由化への欧州の政策転換はさらに，農
業交渉でのの主張に柔軟性と交渉力の増大
効果をもたらした。こうして生じたの柔軟
性は同時に，農業交渉において，「貿易歪
曲的国内支持（黄・青の政策）削減」などの農
業保護削減を主張する米国との距離を一挙に短
縮した。
　米協調は，「多面的機能フレンズ国」から
のの離脱と分裂を意味し，食糧安全保障と
自給主義が連動する日本は孤立を深めた。それ
以降の日本は，関税引き下げ幅と形態，国内保
護措置の削減を交渉の中心テーマに据えること
を余儀なくされた。農業政策の基本的枠組みを
示す「食糧・農業・農村基本計画」の改定作業
は，のラウンド交渉の国際的趨勢
を追認する形になった…。
　同時に，農産物を貿易財一般と同列に扱い自
由化することを前提に，ラウンド長期化
と２国間（自由貿易協定）締結の双方を視
野に入れた対外交渉に臨むことになる。とくに
後者については，日本の通商政策は，年
月に通産省（現経済産業省），外務省，大蔵省
（現財務省）を共同議長に交渉開始した日本シ
ンガポール経済連携協定（）を機に，従来
の中心の多国間主義から２国間主義へ
と舵を切った。それに対し農水省の方針は，
中心主義に固執し交渉の席につか
ず，農産物自由化が論点になる２国間に
距離を置き続けた。
　農水省のこうした消極姿勢に対する経
済界および経済産業・外務両省の批判を受け，
年月から日本メキシコ協議を機に
推進受け入れ姿勢に方針を転換し交渉プ
ロセスに参画したが，交渉の中で農産物
を対象品目の例外にすべく，消極的な意味での
関与でもあった。
　だが，での「多面的機能フレンズ国」グ
ループからのの離脱以降，自民党農林族の
後退と小泉首相の「農業鎖国発言」 に象徴さ
れる国内政局の変化は一段と農政の化対
応を促した。
　年６月に農水省は「経済連携（）・
自由貿易（）交渉における農林水産物の取
り扱いの基本方針」を策定した。次いで同年
月の首脳会合と＋３首相会議
を直前に控え，対関係強化と東アジア


経済圏創設の方針を打ち出す一方，他方では，
２国間をその戦略的一環に位置づける日
本政府（総理官邸・外務省）の立場に先行し，
「みどりの推進戦略」Àを発表した。農水省
はその中で，農林水産分野における東アジア諸
国との推進のポイントとして，①食料輸
入の安定化・多元化，②安全・安心な食品輸入
の確保，③ニッポン・ブランドの農林水産物・
食品の輸出促進④食品産業のビジネス環境の整
備，⑤アジア農山漁村地域の貧困等の解消，⑥
地球環境の保全，資源の持続可能な利用―の６
点を打ち出した。
　食糧輸入国としての立場を鮮明にし，輸入・
備蓄を食糧安全保障の手段として明記したので
ある。さらに，「輸出機会の拡大」という前例の
ない輸出奨励策が盛り込まれた。農産物貿易自
由化を否認する従来の伝統的な「消極的」イ
メージを払拭し“攻めのイメージ”を表明した
ものと思われる。
　日本の食糧安全保障についての政策選好は，
図２のからへの移動で表現でき，それま
での「コメ供給超」軸から，食糧純輸入国型の
「食糧問題軸」へのシフトとして解釈すること
が可能であろう（図２）。しかし，交渉過
程の実際では，従来の座標で分類，位置づけら
れる問題認識の変化を確認できない。コメを，
関税撤廃が困難なセンシティブ品目に位置づ
け，の例外品目とし，そのほかの農産物も
関税撤廃品目には経過措置を設け，農産物を事
実上，自由化の枠外に置き，各国別に個別的な
対応をとり続けてきた。無差別原則と普遍性を
特徴とするに対し，差別的内容の
を追求する交渉方針を打ち出し，フィリピン，
タイ，マレーシアとの経済連繋交渉に臨む姿勢
を鮮明にしている。同時に，上記の「みどりの
推進戦略」（アジア農山漁村地域の貧困等
の解消）基づき，図２の援助・被援助国軸も
と連動し２国間の農業資金協力へと傾斜
している。
　したがって，図２の分類軸で表現される食糧
安全保障の問題認識と，それに基づく政策選好
の変化はなきに等しい。国際環境と国内要因を
受けて，農業貿易を巡る政策決定と交渉の場
が，から２国間中心へシフトしただけの
変化と見なすことができる。農業交渉な
ど国際環境の変容が，日本の農業政策と食糧安
全保障認識が変化をもたらすまでには至ってい
ない。この結果，と日本の相互作用レ
ベルは，レジームの問題認識の共有と
「期待の収斂」に達し，日本とが農業政
策を補完し合うまで浸透したとはいい難い状況
にある。
むすび
　東アジア食糧安全保障レジームとしての
の形成過程における日本との
対外政策の相互作用を，農業・食糧問題の視点
から考察を試みてきた。その結果，得られた推
論的事実は，国際経済に占めるの脆弱
性，食糧安全保障・農業問題，農産物貿易のそ
れぞれ対する「認識の共有」が，レジー
ム内で醸成されていることである。内
のこうした「認識の収斂」が，レジーム
の外向的発展としてのレジームの発端
となった。
　それに対し，を支援し，主体的な役
割を担ってきた日本にとっての東アジア食糧安
全保障レジームは，国際環境の変容への対応を
東アジア食糧安全保障のレジーム論的考察
目的とした対外政策の副産物であった。農業・
食糧問題で相互補完関係の創出をとの
関係に見出そうとする政治的意図は希薄であっ
た。食糧安全保障を巡る相互作用の関係は，日
本が「農業問題」，は「食糧問題」とし
て位置づけ，それぞれが異なる次元から食糧安
全保障を認識し，政策選択した末に生じた新た
な「援助―被援助」の関係であり，機能的接合
に過ぎない。食糧安全保障と表裏一体の農業と
その貿易分野で，と日本の両者が，相
互補完的な協調関係を見出した機能協力とは言
いがたいものがある。その意味で，「機能協力か
ら制度的統合」への階梯を想定した日本・外務
省の「東アジア共同体シナリオ」と，を
現時点で直接に関連づけるには，多くの課題を
抱えている。
　東アジア食糧保障の具体的な形態ともいえる
は，東アジア農業協力レジームへの将
来の深化を織り込んでいる。国家の枠組みを超
えた農業面での所得再分配機能面における新し
い協調関係＝共通農業政策の創出を射程に置
き，が発展するかどうかは，農産物貿
易における・日本の「共通理解」が不
可欠と思われ，その前提となるのが農業問題と
食糧問題双方での「認識の収斂」であることを，
の成立過程での・日本の相互
作用が示唆している。を支援する日本
の食糧安全保障にとって，コメ完全自給主義に
偏重した問題認識を克服することの重要性が，
確認できたといえよう。
〔投稿受理日／掲載決定日〕
注
∏　食糧安全保障について，年施行の食料・農
業・農村基本法第条で「不測時における食料安
全保障」が明文化されているのみである。経済封
鎖や穀物禁輸措置などの「食糧安全保障」では，
経済的武力（	）の意味を持ち「経済
安全保障」の範疇に含まれる［	

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］。本稿では，食糧安定確保の観点で用いた。
π　＋３のコメ備蓄協力の先行論文として
は大庭［］。の食糧安全保障の発足か
ら＋３農相会議の制度化の過程を新制度
主義的な観点から詳述している。
∫　コメに加えて，小麦・大豆・トウモロコの飼料
用穀物を含めた穀物の総称を「食糧」とし，食用
農畜産物全般で構成する「食料」と，本稿では区
別する。
ª　通貨危機後の東アジア地域の制度化過程では，
中国の政治経済的役割は増大しつつあるが，本稿
では考察の対象としてのアクターを日本，
に限定した。「江沢民記談糧食」（『糧食問
題研究』年２期），「朱鎔基副総理談糧食」
（『糧食問題研究』年３期），「論Ô小平糧食安
全思想」など，中国首脳が相次ぎ食糧安全保障戦
認識を表明するのは，経済発展に伴う食糧不安説
が台頭した年月のÔ小平・天津視察にまで遡
る。これを境に，「自力更生」「（需給）均衡」「備
蓄」を柱に据えた食糧安全保障を強調するが，い
ずれも，米国からの食糧供給の途絶を意識し，主
要穀物の小麦を対象にした安全保障を意図してい
た。コメに限定した，中国首脳の深い言及はなく，
でも，日本，タイの主導的役割が顕著で，
中国の積極的な関与は現在まで確認できない。
º　年６月の拡大外相会議で，日本の
外務省が提出した論点ペーパーの趣旨。日本語訳
では，「共同体」という訳語を用いずに「コミュニ
ティ」と訳し，原文もと小文字ので
始まる一般名詞として使用している。米国など東
アジア域外国が抱く排他的地域主義を懸念への配
慮と推察できる。本稿では，論点ペーパーの配慮
はむしろ「共同体」形成への意識の表れであると
の逆説的に解釈し，「共同体」の表現を採用した。
Ω　年農相会議については，〈
	
〉（年４月日
取得）。そこで合意した農業の問題認識
では，諸国の低食糧生産性と脆弱な農業


部門は，農業投入物，内部資源の問題を挙げてい
る。食糧安全保障協力が，域内増産を目
的にした「食糧問題」型の食糧安全保障であるこ
とを示唆している。
æ　多収穫品種を年に開発。インドネシア
では年代初頭に作付面積比％普及し，年
代後半までにインドネシア，フィリピンがコメ自
給を達成した速水［	］。
ø　国際農林水産行研究センター［］を参照。
アジアの～年代の食糧（穀物）自給率は，世
界の他地区に例のない勢いで急減した。とくに，
東南アジアの原加盟国では，マレーシア
の％から％へと半減し，インドネシア，
フィリピンも再びコメ輸入国に転じている。
¿　〈	
	
〉（年
４月日取得）参照。
¡　	

　〈	
	
〉（年４
月日取得）。基本理念の訳語は，［吉野
］を引用した。
¬　年に締結，翌年発効した通貨ス
ワップ協定（期間年）について，タイ・バーツ
通貨危機が発生した年７月の緊急外
相会議で１年間の延長を決定した。しかし，年
９月の非公式蔵相会合で独自の通貨防衛
の仕組みづくりは「時期尚早」との認識で一致し，
協定の再延長打ち切りを決めた（『東南アジア月
報』年７月，９月）。
√　ウルグアイ・ラウンドでの日本交渉姿勢につい
ての評価は，［生源寺真一］を参照
ƒ　日本経済新聞年月４日朝刊版３面
≈　山下［～］によれば，年欧州委
員会主催で開かれた食糧安全保障セミナーでは，
国際公共財としての国際食糧安全保障を，自由貿
易を通じた米国流安全保障観に対し，欧州のそれ
は，地域内に限定した概念ではなく，アフリ
カ・サブサハラ地域の貧困克服地域の食糧安定供
給を意味する。
∆　第１回食料・農業・農村政策審議会　議事録　
年９月６日
«　国際備蓄構想研究会の第２回会合（年６月
日）では，「食料安全保障というのは，①家庭内
②国家③地域④という順番で考えていく必要があ
る。そういう意味で国際的備蓄のみ議論するので
はなく，①～④を相互に関連づけて議論すべき」
（同研究会「議事録」から抜粋）と当初段階から東
アジア地域協力を想定した議論の枠組みが設定さ
れた。
»　佐藤［～］によれば，食糧供給に緊
急事態が発生し，自国単独の被害を最小限度にと
どめる戦略が「受動的戦略」。この場合の中心的な
手段は「自給」だか，国際自由貿易体制下で相手
国との摩擦を招来する可能性がある。これに対
し，「能動的戦略」は，食糧供給国との相互補完，
協力関係の強化が手段になる。
…　新たな食料・農業・農村基本計画の策定に向け
て（農林水産大臣談話）」年８月日，農水省
資料。「（）品目別の価格・安定政策から，諸外国
の直接支払いも視野に入れた地域農業の担い手の
経営を支援する品目横断的な政策への移行）を見
直しの第一の課題として示した。
 　「みどりのアジア推進戦略～」年
月，「経済連携（）・自由貿易（）交渉に
おける農林水産物の取り扱いの基本方針」同６
月。自由化を前提に「攻めの農業」政策を強調し
た。
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